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ブルセラ症（Brucellosis） 1 

 2 

１ ブルセラ症とは 3 

 4 

ブルセラ症※1は地中海熱やマルタ熱として古くから知られている人と動物の共通感染症の5 

一つで、ブルセラ属菌（Brucella spp.）により引き起こされます。ヒトは細菌が混入している牛6 

乳、羊乳若しくはそれらを材料としたチーズなどを食すること、又は感染動物の流産胎児など7 

に接触することで感染します。 8 

 9 

（1） 原因微生物の概要 10 

 11 

ブルセラ属菌は通性嫌気性細胞内寄生性※2のグラム陰性小桿菌です。ブルセラ属菌は遺12 

伝学的類似性が高いことから一属一菌種（Brucella melitensis）とされています。さらに主たる13 

宿主に基づいて、B. melitensis（めん羊、山羊）、B. suis（豚）、B. abortus（牛）、B. canis（犬）、14 

B. ovis（めん羊）、B. neotomae（キネズミ）の 6 生物型に細分類されます。そのうちヒトに対して15 

病原性を有するのは、その病原性の高い順に、B. melitensis、B. suis、B. abortus、及び B. 16 

canis で、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下、「感染症法」）17 

及び感染症法施行令により三種病原体（四類感染症）に指定されています１、２）。 18 

偶蹄類の生殖器及びリンパ系組織に好んで増殖し、流産、不妊、精巣炎、関節炎、乳房炎19 

又は膿瘍を形成します３、４、５）。家畜伝染病予防法では牛、めん羊、山羊及び豚を対象として20 

家畜伝染病に指定し監視しています６）。 21 

 22 

（2） 原因（媒介）食品４） 23 

 24 

 都会に住むヒトがブルセラ属菌に感染する主たる経路は牛、山羊、めん羊又はラクダの未25 

殺菌の生乳及びそれを材料とした乳製品です。ブルセラ属菌に汚染した乳で作ったバター、26 

クリーム、アイスクリーム又はレンネットを添加したソフトチーズなどは原因（媒介）食品となる27 

可能性があります。実際、チーズ製造工程においてはブルセラ属菌が濃縮されるため、その28 

中で数か月間生残する可能性があります。そのようなチーズは消費する前に少なくても半年29 

間低温で保存する必要があります。一方、ブルセラ属菌は酸性状態（ｐH3.5 以下）では急速に30 

死滅するので、乳酸発酵により作るハードチーズ、ヨーグルト、サワーミルク（酸乳）などは原31 

因（媒介）食品となる可能性が低いようです。 32 

                                               
※1 我が国の感染症法ではヒトの場合「ブルセラ症」、家畜伝染病予防法では動物の場合「ブルセラ病」と

呼びますので、本ファクトシートでもそれに準じます。 
※2 通性嫌気性細胞内寄生性：酸素があってもなくても分裂増殖できる細菌のうち、宿主細胞内でしか増殖

できない性質を言います。 
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 筋肉組織や肝などの内臓には菌が含まれていますので、肉類は生食しない限り、十分に加1 

熱調理してあれば感染の可能性はありません。流行地域を旅行中に「エスニック（民族）料2 

理」を食することは感染の可能性が伴います。 3 

 病気のために胃酸が少なくなっているヒト又は制酸剤などを服用しているヒトは汚染食品を4 

摂食する際はハイリスクと言えるかもしれません。 5 

  6 

（3） 感染症の症状４、７、８、９） 7 

 8 

 一般のヒトは汚染食品を介して感染することが多いのですが、牛や山羊などに接触する機9 

会のある畜産関係者や獣医師は動物から直接にブルセラ属菌に暴露することがあります。10 

口腔、気道、眼の粘膜、傷口などから菌が感染します。気道感染の場合は少数の菌で高い11 

発症率を示すようです。 12 

潜伏期間は通常は 5～60 日です。発症期間は数週間から数か月間、間欠熱（発熱、夜間13 

の発汗、朝に解熱の繰り返し）、波状熱（1～2 週間の症状の好転後再発熱）、重度の倦怠感、14 

食欲不振、体重減少、頭痛、関節痛などが主な症状です。悪性の風邪のような病状で、患者15 

が稀な日本では症状からブルセラ症と疑うことは難しいと思われます。ヒトからヒトへの感染16 

は極めて稀ですが、授乳、性行為、臓器移植などで伝播することがあります。 17 

治療は抗菌剤投与によります。治療開始時期や病勢にもよりますが、回復には数週間か18 

ら数か月間を要します。未治療時の致死率は 5％程度で心内膜炎を伴っていることが多いと19 

言われています。早期に治療を開始し完治させることが肝要です。 20 

 21 

（4） 予防方法 22 

 23 

 職業病としてブルセラ病の動物に接触する機会のある人はそれなりの専門的防御対策が24 

必要ですが、一般のヒトの場合はブルセラ属菌に汚染した畜産物を介して感染すると考えら25 

れますので、乳及び乳製品の成分規格等に関する省令（昭和 26 年 12 月 27 日厚生省令第26 

52 号）１０）に定めてある「63～65℃で 30 分間あるいは同等以上の殺菌効果を有する加熱処27 

理」を順守している限り国内で市販されている乳製品は安全です。ブルセラ属菌の 63℃、28 

65℃及び 70℃の死滅に要する時間はそれぞれ 180 秒、56 秒、29 秒です１１）。 29 

 肉類については十分に加熱調理後に食すること４）、海外旅行中には未殺菌の牛乳、山羊乳30 

などや、それらを材料とした食品の摂食には注意が必要です。 31 

 32 

２ リスクに関する科学的知見 33 

 34 

（1） 疫学 35 

 36 
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1850 年代のクリミア戦争当時にマルタ島に駐留した英国海軍兵士間に流行し、1887 年に1 

は英国調査団の David Bruce によって患者から原因菌が分離されましたが感染源が不明な2 

ままでした。1905 年にようやく山羊の乳にブルセラ属菌が含まれ、これを飲んだことが原因と3 

分かりました。マルタ島住民には絞りたての山羊の乳を飲む習慣があり、1959 年に加熱殺菌4 

をしない乳の販売が法律で禁止されるまでヒトでの発生が続きました１２）。 5 

このように最初はヒトの熱病として発見されたブルセラ症は、その後、牛、豚、山羊、犬の6 

流産や精巣炎などから相次いで検出され畜産上も重要な病気であることが分かりました。ブ7 

ルセラ症はこれらの家畜の移動と共に世界中に広まりましたが、先進国では検査によって感8 

染動物を摘発し淘汰することで家畜の清浄化を進めています。乳の加熱殺菌を義務づけるこ9 

とでヒトへの感染を防いでいます。地中海沿岸、中近東、旧ソ連邦、アジア、中南米など開発10 

途上国を中心に世界中で流行しています１３）。海外では 2000-2004 年間の年平均で B. 11 

melitensis による殺処分 32 万頭、B. abortus による殺処分 10 万頭、及び B. suis による殺処12 

分3,400頭でした。ただしこれには発生数を公表していない国及び発生数を把握していない国13 

は含まれていません。家畜での対策が不十分な地域では年間数百～数千例のヒト患者が報14 

告されていますが、実際の患者数はその 10 倍～25 倍以上と推定されています１４）。 15 

国内では 1946-1972 年に 4,635 頭の牛が摘発されましたが、1973 年以降 30 年間の摘発16 

頭数は 0.6 頭/年です（図１）１５）。山羊は 1949 年に 1 頭摘発されたのみで、豚とめん羊を含め17 

て現在まで牛以外の家畜に発生はありません。 18 

 19 

 20 

図１ 国内におけるブルセラ病（牛）発生状況 21 

 22 
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犬における B. canis 感染は 1971 年に国内に侵入後、現在も時々繁殖施設等で集団発生し1 

ています。神奈川県で保護された野犬の血清疫学調査によると 2～5％の犬が感染していま2 

した１４、１６）。1999 年 4 月 1 日～2008 年 12 月 31 日の間に国内で発生したヒトのブルセラ症 133 

例のうち 9 例が犬に関係していると言われています１）。 4 

 5 

（2） 我が国における食品の汚染実態 6 

 7 

市販食品のブルセラ属菌の汚染状況に関するデータは見当たりません。しかし、我が国で8 

は1973年以降家畜のブルセラ病の大量発生はなく、現在も家畜伝染病予防法によって摘発・9 

淘汰方式のサーベイランスが継続され、ほぼ清浄状態であること１５）、またと畜場法と食品衛10 

生法によってブルセラ病の家畜の乳や肉は食品として流通や販売をしないこと１７，１８）、及び乳11 

製品はブルセラ属菌などの病原菌や腐敗菌にも有効な63～65℃で30分間加熱殺菌するか、12 

同等以上の殺菌効果を有する方法で加熱殺菌することが義務づけられており１０）、輸入加工13 

食品も含め、関係法令が順守されている限り、国内で流通している畜乳食品のブルセラ属菌14 

汚染はないと考えられます。 15 

 16 

３ 我が国及び諸外国における最近の状況等 17 

 18 

（1） 我が国の状況 19 

 20 

ヒトのブルセラ症は感染症法において四類感染症に定められており、診断した医師は直ち21 

に最寄りの保健所に届け出ることになっています２）。最近の報告数は以下のとおりです１９）。22 

その多くが犬から感染したもので、家畜由来は国外滞在中における暴露が原因と考えられて23 

います。 24 

 25 

2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 

2（1） 5（2） 1（1） 4（4） 2 

（注）カッコ内は B. canis による犬由来ブルセラ症です。2009 年は不明です。 26 

 27 

（2） 諸外国の状況 28 

 29 

ほぼ世界中で家畜のブルセラ病が発生しています。そして毎年50万人を超える患者が発30 

生していると推定されています。ヒトのブルセラ症の発生は家畜のブルセラ病汚染国で多い31 

傾向があります１，４）。市販食品のブルセラ属菌汚染実態はいずれの国においても不明です。 32 

米国は家畜のブルセラ病は我が国と同様にほぼ清浄化されていますが、野生動物（バッフ33 

ァローやヘラジカなど）の感染が問題となっています。また主にメキシコなどから輸入したソフ34 
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トタイプのチーズを介した感染者が多いと言われています。オーストラリアは家畜だけでなく1 

すべてのブルセラ属菌感受性動物について清浄国となっています。 2 

中国ではヒトのブルセラ症は毎年2万～3万人で増加傾向にあり、死亡者は年間2～3人と3 

報告されています。牧畜業者等の感染率が高い傾向があり、中国の牧畜地域に旅行又は滞4 

在するヒトはブルセラ症に対する注意喚起が求められています２０）。 5 

主な先進工業国、近隣諸国、オセアニア、中南米、中近東、地中海沿岸地域の最近のブ6 

ルセラ症の発生状況は以下のとおりです２１）。 7 

 8 

国名 2006  2007  2008  2009  2010  

中国 19,013 19,721 27,767 35,816 33,772 

韓国 215  58 24  

ロシア  296 410 409 431 

ニュージーランド  4 4 1 1 

オーストラリア 45 40 40 30 25 

イラン  20,991  13,298  

トルコ 10,790 11,803 9,818 9,324 7,658 

アゼルバイジャン 434 169 149 153 366 

カナダ 4     

米国 107 137 91 124 127 

メキシコ 1,873 2,054 2,157 2,157 2,599 

ペルー 405   555 375 

アルジェリア 8,403 7,610 5,290 6,378 8,445 

スペイン 324 246 160 152 106 

ポルトガル 95 75 56 81 86 

イタリア 421 72 75 23 10 

ギリシャ 284 153 339 114  

フランス 30 14 21 23 20 

ドイツ 37     

オランダ 7 5 8 4 6 

英国 7 6 8 17  

（注）空欄は発生がないか、あるいは報告がないことを示します。 9 

 10 

 11 

 12 

 13 
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